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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等       

売上高 百万円 51,457 53,252 52,804 100,849 104,096 

経常利益 百万円 2,034 4,436 3,847 4,374 6,690 

中間（当期）純利益 百万円 808 2,890 2,233 2,191 4,071 

純資産額 百万円 118,492 121,242 125,432 117,883 122,023 

総資産額 百万円 152,512 156,182 160,536 145,510 155,879 

１株当たり純資産額 円 1,489.49 1,545.86 1,599.31 1,502.66 1,555.42 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
円 10.16 36.85 28.47 27.28 51.46 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
円 － － 28.38 － － 

自己資本比率 ％ 77.7 77.6 78.1 81.0 78.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 5,828 10,382 7,078 11,573 12,576 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △5,358 △9,737 △5,982 △8,105 △12,098 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △919 △511 △703 △2,738 △1,074 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
百万円 13,513 15,073 14,812 14,208 14,069 

従業員数 人 4,905 4,724 5,589 4,587 5,398 

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 百万円 46,786 48,459 46,833 93,214 94,639 

経常利益 百万円 2,044 2,615 1,904 3,659 3,550 

中間（当期）純利益 百万円 1,335 1,949 1,653 3,233 2,800 

資本金 百万円 14,286 14,286 14,286 14,286 14,286 

発行済株式総数 千株 81,144 81,144 81,144 81,144 81,144 

純資産額 百万円 95,703 97,761 100,842 96,607 98,848 

総資産額 百万円 128,095 127,902 130,577 121,719 130,118 

１株当たり純資産額 円 1,203.02 1,246.47 1,285.78 1,231.40 1,259.97 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第70期末以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
円 16.78 24.86 21.08 40.42 35.30 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
円 － － 21.01 － － 

１株当たり中間（年間）配

当額 
円 6.50 6.50 7.50 13.00 15.00 

自己資本比率 ％ 74.7 76.4 77.2 79.4 76.0 

従業員数 人 1,448 1,127 802 1,122 1,098 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．連結会社における従業員の事業の種類別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計および営業利益の

金額の合計額に占める当事業（コンデンサおよびその関連製品）の割合がいずれも90％を超えているため、

部門別に記載しております。 

２．従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数が前事業年度末に比べ296名減少しましたのは、主として、当社大野工場を平成17年４月１日付で

分社化し、新たにニチコン大野株式会社を設立したことによるものです。 

２．従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

 ニチコン大野株式会社 
福井県大野市  80 

小形アルミ電解コン

デンサの製造  
100 

当社製品の製造 

役員の兼任あり 

土地建物等の貸与  

  平成17年９月30日現在

部門別 従業員数（人） 

製造部門 5,097 

販売部門 377 

本社 115 

合計 5,589 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 802 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の電子・電機業界をとりまく経営環境は、デジタルカメラなど一部の家電機器に伸び悩みが

みられましたが、第２四半期以降はデジタル家電の生産調整が一巡したこと、薄型テレビおよび携帯電話向けが順

調に伸張したことなどにより、緩やかではありますが回復過程を辿りました。また、海外においても、米国経済は

自動車・車両関連が原油高騰等の影響を受け伸び悩みましたが、アジア圏の輸出が堅調に推移し、中国を中心に順

調に拡大傾向を持続しました。 

 このような状況の中、当中間期の連結売上高は、差別化製品・高付加価値製品の拡販に努めましたものの、価格

競争の激化や第１四半期の円高の影響により、52,804百万円と前年同期比0.8％の減収となりました。 

 利益につきましては、オンリーワン・ナンバーワン製品の強化を図るとともに、全社をあげて効率経営を推進

し、固定費の削減や生産性向上によるコストダウンを実施しましたが、上記の価格競争の影響や素材価格の高騰、

新製品や高付加価値製品の増強に向けた積極的な設備投資による償却費負担の増加等により、営業利益は、3,055

百万円と前年同期比20.2％の減益、経常利益は3,847百万円と前年同期比13.3％の減益となり、中間純利益は、

2,233百万円と前年同期比22.7％の減益となりました。 

 部門別売上高につきましては次のとおりです。 

 電子機器用コンデンサは、携帯電話・パソコン等情報通信向けの受注が好調に推移するとともに、薄型テレビ・

ＤＶＤレコーダーなどデジタル家電機器が堅調に推移しましたが、エアコン等一部の家電機器において生産調整の

影響を受け、39,898百万円と前年同期比0.6％の減収となり前年同期とほぼ横ばいとなりました。 

 回路製品は、主にスイッチング電源のうちアミューズメント機器向けの需要低迷により8,605百万円と前年同期

比4.1％の減収となりました。 

 電力・機器用コンデンサ及び応用機器は、民間設備投資が堅調に推移したことなどにより、4,010百万円と前年

同期比28.7％の増収となりました。 

 海外売上高につきましては、欧米市場を中心として、民生関連向け需要の低迷等がありましたものの、中国を中

心とするアジア市場において携帯電話向けの需要増加等により、連結売上高に占める海外売上高の割合は前年同期

比5.7ポイント増加し、58.8％となりました。 

 設備投資につきましては、コアジビネスの強化を図るため、生産増強、省力化、合理化、開発関連投資を中心に

4,465百万円を実施しました。 

 所在地別業績は、次のとおりであります。 

①日本 

 国内においては、薄型テレビ、携帯電話向けが順調に推移しましたが、デジタルカメラ、エアコンなど一部の家

電機器おいて伸び悩みが見られたことや価格競争の激化等により、売上高は27,319百万円と前年同期比5.2％の減

収となりました。 

 営業利益につきましても、上記の価格競争の影響や素材価格の高騰、積極的な設備投資による償却費負担の増加

等により2,837百万円と前年同期比10.7％の減益となりました。 

②米国 

 米国地域においては、民生機器向けの需要減少等により、売上高は5,006万円と前年同期比17.4％の減収とな

り、営業コストの削減を図りましたものの、42百万円の営業損失（前年同期は83百万円の営業利益）となりまし

た。 

③アジア 

 アジア地域においては、アミューズメント関連機器向けの需要低迷はありましたものの、韓国、台湾を中心に携

帯電話・パソコン等情報通信関連機器向けが堅調に推移したことにより、売上高は18,278百万円と前年同期比

16.3％の増収となりましたが、営業利益は、価格競争の激化や前期中に実施した設備投資による償却費負担の増加

等により65百万円と前年同期比84.3％の大幅減益となりました。 

④その他 

 その他の地域においては、ＴＶを中心とする民生機器用の需要減少により、売上高は2,199百万円と前年同期比

17.2％の減収となり、営業利益につきましても、営業コストの削減に努めましたものの、38百万円と前年同期比

65.8％の大幅な減益となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末（平成17年9月末）の現金及び現金同等物の残高は、14,812百万円となり、前中間連結会

計期間末と比べ260百万円減少しました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって得られた資金は、7,078百万円のプラスで、前中間期に比べ3,303百万円減少しました。これは

主に、税金等調整前中間純利益が3,640百万円と前中間期に比べ752百万円の減少しました他、仕入債務の増加額が

1,186百万円と前中間期に比べ2,450百万円減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は、5,982百万円の支出で、前中間期に比べ3,755百万円支出が減少しました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出が6,166百万円と前中間期に比べ2,247百万円増加しました一方で、投資有価証

券の取得による支出が4,342百万円と前中間期に比べ6,324百万円減少したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、703百万円の支出で、前中間期に比べ191百万円支出が増加しました。当中間期の主

な資金使途は、配当金の支払が701百万円です。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における事業区分の生産実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における事業区分の受注状況は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における事業区分の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

電子機器用 38,727 △4.8 

電力・機器用及び応用機器 4,020 27.8 

回路製品 8,528 △4.6 

その他 289 △71.2 

合計 51,566 △4.1 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

電子機器用 41,941 3.1 11,501 47.3 

電力・機器用及び応用機器 4,772 45.1 2,019 83.2 

回路製品 9,783 8.6 3,780 75.7 

その他 151 △84.0 323 △19.5 

合計 56,648 5.0 17,625 53.7 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

電子機器用 39,898 △0.6 

電力・機器用及び応用機器 4,010 28.7 

回路製品 8,605 △4.1 

その他 289 △71.2 

合計 52,804 △0.8 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、限りなく発展を続ける電子・電機産業の中にあって、「いかにして人々に奉仕し、輝ける未来づ

くりに貢献できるか」との一貫した経営理念に基づき、多様化・高度化する社会ニーズに対応し「独創的で環境に配

慮した製品開発」に取り組み、「顧客の満足が得られる商品づくり」を目指し、アルミ電解コンデンサ、タンタル固

体電解コンデンサ、フィルムコンデンサ等の各種コンデンサを中核として、スイッチング電源、ハイブリッドＩＣ、

応用関連機器等の新製品を開発し、市場に届けております。当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費

は1,071百万円です。 

 事業区分毎の研究開発状況は、次のとおりであります。 

(1）電子機器用コンデンサ 

①アルミ電解コンデンサは、「自動車・電装」「インバータ機器」「デジタル家電」「情報通信機器」の各分野に

注力しております。 

 自動車・電装分野は、エレクトロニクス化が急速に進んでおり、特に、普及が期待されるハイブリッドカー、燃

料電池車等の動力モーター駆動用インバータ回路用途では高耐電圧化の要求が強く、２００３年に商品化した１０

５℃保証定格電圧６００Ｖのネジ端子形アルミ電解コンデンサに引き続き、「８５℃保証定格電圧  ７００・７

５０Ｖ、１０５℃保証定格電圧６５０Ｖのネジ端子形アルミ電解コンデンサ」を開発しました。 

また、電装機器は、室内での快適性を高めるため、設置場所がエンジンルームにまで広がっており、搭載される電

子部品は、エンジンの熱と走行時の強い振動等、苛酷な使用条件での対応が求められております。このような厳し

い使用環境に対応するため、耐振性を向上させた１２５℃保証チップ形アルミ電解コンデンサ「ＵＥシリーズ」を

商品化しました。 

 インバータ機器分野では、コンデンサが短時間に急激な充放電を繰り返す用途、特に産業機器に幅広く使用され

ているＡＣサーボモータ用に、高速充放電対応ネジ端子形アルミ電解コンデンサ「ＱＲシリーズ」を商品化しまし

た。 

 デジタル家電・情報通信機器分野では、情報通信機器、情報家電機器、ＡＶ機器などの二次側平滑回路用とし

て、長寿命チップ形アルミ電解コンデンサ「ＵＬシリーズ」と長寿命・低インピーダンス化を図った「ＵＷシリー

ズ」に続き、小形・低インピーダンス化を図った「ＣＤシリーズ」を開発しました。そして、一次側回路用とし

て、一層の小形化を図った基板自立形アルミ電解コンデンサ「ＬＧシリーズ（８５℃保証品）」「ＧＧシリーズ

（１０５℃保証品）」を開発しました。 

 また、コンデンサに異常電圧が印加されても短絡や発火しないことが求められる回路用途に、小形、耐高リプル

電流化を図ったリード線形アルミ電解コンデンサ「ＡＳシリーズ」を開発しました。 

 当社はこれらを重要分野として捉え、今後も市場拡大に向けて積極的に取り組んでまいります。 

②タンタル固体電解コンデンサは、単位体積あたり最大静電容量を誇る当社「フレームレスＴＭ」シリーズ品の定

格を拡充し、小形・高性能、多機能化が進む携帯電話などモバイル電子機器分野に積極的に取り組んでおります。

高音質を求めるデジタル携帯オーディオやクリアな音声を求める高機能携帯電話のオーディオ／音声出力回路用で

は、音質を悪化させるコンデンサの固有振動源がないフレームレス樹脂外装形タンタル固体電解コンデンサ「ＭＵ

ＳＥ Ｆ９５シリーズ」を開発しました。 

 フレームレス樹脂モールド形品は、「高い体積効率」と「高密度実装対応」の両立を目指したコンデンサです。

２０１２サイズ（長さ２．０ｍｍ×幅１．２ｍｍ）では、高さ０．８ｍｍ（Ｓケース）に６．３Ｖ／４７µＦを収

納し、汎用樹脂モールド品に比べ７５％の小形化を実現した製品を開発しました。携帯電話のカメラモジュール、

電源回路など厳しい高さ制限が要求される用途で市場を拡大しております。 

③フィルムコンデンサは、非外装タイプチップ形フィルムコンデンサ「ＭＬシリーズ」を商品化しました。高耐熱

性、高周波対応、高耐電流・高信頼性が求められる液晶ディスプレイ用バックライトやＰＤＰ（プラズマディスプ

レイパネル）等の共振回路に最適であり、今後も市場拡大が見込まれるデジタル家電分野に拡販しております。 

  

(2）回路製品 

 スイッチング電源では、機器の使用時だけでなく、待機時の省電力化が求められており、当社は独自の「待機状

態を検出する待機電力検出回路」、「出力電圧を一定範囲で変化させる制御回路」、「制御用ＩＣへの電力供給を

低減させた低電力供給回路」および「コントロール用ＩＣの駆動電力を低減させたＣ－ＭＯＳ制御 ＩＣ」を採用

することで、「待機時の消費電力を１／５」と大幅に低減し、ゲーム機、ＰＣ周辺機器、デジタル家電等向に拡販

しております。 

 また、クリーンエネルギー、省エネルギーをキーワードに、「世界最大級８ＭＪの電気二重層コンデンサバンク

を使用した蓄電機能付き太陽光発電システム」を開発しました。蓄電部の電気二重層コンデンサは、当社が開発し

た“ＥＶｅｒＣＡＰ”を使用しております。 



(3）環境対応製品 

 電子・電気機器業界が目覚しい発展を遂げた一方で、廃棄製品の環境汚染が深刻な社会問題となっております。

欧州では２００３年７月より既にELV指令（自動車へのバッテリーを除く鉛、水銀、カドミウム、６価クロムの有

害物質の使用禁止）が施行され、２００５年７月からはWEEE指令（ほぼ全ての電子・電気機器を対象に廃棄処理と

回収・リサイクルの責任を機器の製造者が負う）、さらに、２００６年７月からはRoHS指令（有害物質の使用が一

部の例外を除き禁止）が施行されます。 

 今や世界的規模で有害物質を規制する動きが始まっており、日本でもRoHS指令に準じた有害物質の規制が検討さ

れております。 

 当社はいち早く環境問題に取組み、“Ｇｅｏ Ｃａｐ”シリーズとして環境配慮製品を市場へ供給しておりま

す。これらの製品はいずれもRoHS指令に対応しており、従来品からの切り替えを進めております。 

 環境対応アルミ電解コンデンサは、焼却時にダイオキシン発生の恐れがあるＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）を使用せ

ず、また、製品に鉛を含有しておりません。 

 樹脂モールド形タンタル固体電解コンデンサは、開発当初から鉛を含有せず、樹脂外装形タンタル固体電解コン

デンサは、２００１年に鉛フリー品へ切り替え済みです。さらに、臭素系難燃剤を含まない外装樹脂への変更に取

り組んでいます。 

 フィルムコンデンサは、端子の鉛フリー化が完了し、２００５年から内部素子を含めた完全鉛フリー品への切り

替えを進めております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）は、電子機器用におけるアルミ電解コンデンサの主材料である電極箔の生

産設備の能力増強、拡充を中心に、当社のコアビジネスであるアルミ電解コンデンサ、タンタル電解コンデンサ、回

路製品および電力・機器用コンデンサの合理化・省力化および技術開発投資等に44億６千５百万円の設備投資を実施

しました。 

 以上により、その他を含めて当中間連結会計期間の設備投資（有形固定資産および無形固定資産、長期前払費用を

含む）は、次のとおりとなりました。 

 なお、所要資金は全額自己資金により充当しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中でありました重要な設備等の計画についての重要な変更

は、ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

区分 当中間連結会計期間（百万円） 

電子機器用 3,164 

電力・機器用及び応用機器 586 

回路製品  670 

その他  45 

合計 4,465 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 137,000,000 

計 137,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 81,144,372 81,144,372 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 81,144,372 81,144,372 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月27日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．当社が株式分割または新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（当社の取締役、監査役、幹部社

員および主要関連会社の経営幹部に対する無償の新株予約権の行使の場合を除く）が行われる場合は、次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全に親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は発行価額の調

整を行うことができるものとする。 

３．当社は「新株予約権の行使の条件」により行使できなくなった新株予約権についていつでもこれを取得し、

無償で消却することができる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,460 1,460 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 146,000 146,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,755 1,755 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,755 

資本組入額   878 
同左 

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権一部行使は
できないものとする。
（新株予約権１個を最
低行使単位とする） 

２．新株予約権の質入、そ
の他の処分および相続
は認めない。 

３．その他の権利行使の条
件については、総会決
議および取締役会決議
に基づき、当社と当該
対象者との間で締結す
る契約に定める。 
（注３） 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



②平成15年６月27日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．当社が株式分割または新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（当社の取締役、監査役、幹部社

員および主要関連会社の経営幹部に対する無償の新株予約権の行使の場合を除く）が行われる場合は、次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全に親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は発行価額の調

整を行うことができるものとする。 

３．当社は「新株予約権の行使の条件」により行使できなくなった新株予約権についていつでもこれを取得し、

無償で消却することができる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,470 2,470 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 247,000 247,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,450 1,450 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,450 

資本組入額   725 
同左 

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権一部行使は
できないものとする。
（新株予約権１個を最
低行使単位とする） 

２．新株予約権の質入、そ
の他の処分および相続
は認めない。 

３．その他の権利行使の条
件については、総会決
議および取締役会決議
に基づき、当社と当該
対象者との間で締結す
る契約に定める。 
（注３） 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



③平成16年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、この調整は新株

予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、当社が合併または株式分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じたときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲に目的となる株式の数を調整す

る。 

２．当社が、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合は含まない）が行わ

れる場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い

完全に親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は発行価額の調整を行

うことができるものとする。 

３．当社は、新株予約権の割当てを受けた者が「新株予約権の行使の条件」により行使できなくなった場合、お

よびその他当社が必要と認めるときは、無償で消却することができる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,850 4,850 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 485,000 485,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,514 1,514 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,514 

資本組入額   757 
同左 

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権一部行使は
できないものとする。
（新株予約権１個を最
低行使単位とする） 

２．新株予約権の質入、そ
の他の処分および相続
は認めない。 

３．その他の権利行使の条
件については、総会決
議および取締役会決議
に基づき、当社と当該
対象者との間で締結す
る契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額書 × 
１ 

分割（または併合）の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行による増加株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



④平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、この調整は新株

予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、当社が合併または株式分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じたときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲に目的となる株式の数を調整す

る。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合は含まない）が行わ

れる場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行

い完全に親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は発行価額の調整を

行うことができるものとする。 

３．当社は、新株予約権の割当てを受けた者が「新株予約権の行使の条件」により行使できなくなった場合、お

よびその他当社が必要と認めるときは、無償で消却することができる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 5,700 5,700 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 570,000 570,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,574 1,574 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,574 

資本組入額   787 
同左 

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権一部行使は
できないものとする。
（新株予約権１個を最
低行使単位とする） 

２．新株予約権の質入、そ
の他の処分および相続
は認めない。 

３．その他の権利行使の条
件については、総会決
議および取締役会決議
に基づき、当社と当該
対象者との間で締結す
る契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割（または併合）の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行による増加株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．証券取引法に定める株券等の大量保有の状況に関する開示制度に基づき、平成17年６月30日付でシュローダ

ー投信投資顧問株式会社およびその関連会社から5,534千株、平成17年７月31日付で株式会社みずほコーポ

レート銀行およびその関連会社から4,736千株、平成17年７月31日付で日本生命保険相互会社から4,169千

株、平成16年11月30日付でフィデリティ投信株式会社から3,780千株、平成17年９月30日付でバークレイ

ズ・グローバル・インベスターズ株式会社およびその関連会社から3,161千株、平成15年10月31日付で住友

信託銀行株式会社から2,503千株をそれぞれ実質保有している旨の報告書が提出されていますが、いずれも

株主名簿において株式保有状況が確認できないため、平成17年９月末日現在の株主名簿に基づき記載してお

ります。 

２．上記には含まれておりませんが、当社は自己株式2,715千株を所有しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
－ 81,144,372 － 14,286 － 17,065 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 7,236 8.9 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 5,035 6.2 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 

日本生命証券管理部内 
4,095 5.0 

株式会社京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700

番地 
3,370 4.2 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 3,090 3.8 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 2,448 3.0 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 2,200 2.7 

ザ バンク オブ ニューヨー

クジャスディック トリーテ

ィー アカウント 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室） 

ワン ウォール ストリート ニューヨーク 

エヌワイ 10286 米国 

  

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

  

  

2,099 2.6 

平井 信子 京都市中京区東洞院通二条上る壷屋町512 1,915 2.4 

シービーエヌワイ サードア

ベニュー インターナショナ

ル バル ファンド 

(常任代理人 シティバンク,

エヌ・エイ東京支店) 

101 カーネギー センター プリンスト

ン エヌジェー 08450 米国 

  

(東京都品川区２丁目３－14） 

  

1,815 2.2 

計 － 33,306 41.0 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,715,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,343,900 783,439 － 

単元未満株式 普通株式   85,472 － － 

発行済株式総数 81,144,372 － － 

総株主の議決権 － 783,439 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ニチコン株式会社 

京都市中京区烏丸

通御池上る二条殿

町551番地 

2,715,000 － 2,715,000 3.35 

計 － 2,715,000 － 2,715,000 3.35 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,500 1,439 1,549 1,547 1,648 1,693 

最低（円） 1,350 1,356 1,406 1,452 1,450 1,511 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

 執行役員 

 生産本部長 兼 生産本部生産革 

 新推進部長 兼 ＣＳＲ室長 

 執行役員 

 管理本部長 兼 ＣＳＲ室長 
荒木 幸彦  平成17年８月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   15,085   14,812   14,069  

２．受取手形及び売掛
金   30,534   30,090   28,592  

３．有価証券   9,664   11,391   7,862  

４．たな卸資産   17,024   17,247   17,266  

５．繰延税金資産   1,220   1,790   1,618  

６．その他   2,542   1,563   1,976  

貸倒引当金   △145   △140   △144  

流動資産合計   75,925 48.6  76,756 47.8  71,241 45.7 

Ⅱ 固定資産           

１）有形固定資産 ＊１          

１．建物及び構築物  13,068   13,926   13,615   

２．機械装置及び運
搬具  20,544   22,241   22,676   

３．土地  4,148   3,965   3,962   

４．建設仮勘定  940   1,459   808   

５．その他  1,377 40,079  1,615 43,207  1,582 42,645  

２）無形固定資産   566   453   505  

３）投資その他の資産           

１．投資有価証券  36,546   36,644   38,762   

２．繰延税金資産  664   346   351   

３．その他  2,677   3,422   2,666   

貸倒引当金  △278 39,610  △292 40,119  △293 41,486  

固定資産合計   80,256 51.4  83,780 52.2  84,638 54.3 

資産合計   156,182 100.0  160,536 100.0  155,879 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   18,033   17,232   15,159  

２．未払法人税等   1,768   1,470   1,797  

３．賞与引当金   1,255   1,292   1,242  

４．設備関係支払手形   889   1,857   2,071  

５．その他   7,549   6,471   7,493  

流動負債合計   29,495 18.9  28,324 17.6  27,764 17.8 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   4,594   4,239   4,360  

２．役員退職慰労引当
金   261   291   261  

３．繰延税金負債   5   1,670   869  

４．その他   472   496   499  

固定負債合計   5,333 3.4  6,699 4.2  5,991 3.8 

負債合計   34,829 22.3  35,023 21.8  33,755 21.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   109 0.1  80 0.1  100 0.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   14,286 9.1  14,286 8.9  14,286 9.2 

Ⅱ 資本剰余金   17,065 10.9  17,065 10.6  17,065 10.9 

Ⅲ 利益剰余金   92,227 59.1  94,429 58.8  92,898 59.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,504 1.6  4,319 2.7  3,206 2.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,241 △0.8  △1,068 △0.7  △1,830 △1.2 

Ⅵ 自己株式   △3,599 △2.3  △3,601 △2.2  △3,603 △2.3 

資本合計   121,242 77.6  125,432 78.1  122,023 78.3 

負債、少数株主持分
及び資本合計   156,182 100.0  160,536 100.0  155,879 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   53,252 100.0  52,804 100.0  104,096 100.0 

Ⅱ 売上原価   43,637 81.9  43,800 82.9  86,277 82.9 

売上総利益   9,615 18.1  9,003 17.1  17,819 17.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

＊１  5,786 10.9  5,947 11.3  11,504 11.0 

営業利益   3,829 7.2  3,055 5.8  6,314 6.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  108   148   240   

２．受取配当金  59   62   88   

３．持分法による投資
利益  23   28   35   

４．為替差益  227   592   －   

５．その他  252 671 1.3 74 906 1.7 375 739 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１．為替差損  －   －   137   

２．その他  63 63 0.2 114 114 0.2 226 364 0.4 

経常利益   4,436 8.3  3,847 7.3  6,690 6.4 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  7   8   30   

２．固定資産売却益 ＊２ 36 43 0.1 － 8 0.0 19 50 0.1

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ＊３ 86   208   188   

２．特別退職金  －   －   197   

３．その他  － 86 0.2 7 215 0.4 － 386 0.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益   4,392 8.2  3,640 6.9  6,354 6.1 

法人税、住民税及
び事業税  1,507   1,459   1,991   

法人税等調整額  △33 1,474 2.8 △67 1,391 2.7 235 2,227 2.1 

少数株主利益又は
損失（△）   28 0.0  15 0.0  55 0.1 

中間（当期）純利
益   2,890 5.4  2,233 4.2  4,071 3.9 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   17,065  17,065  17,065 

Ⅱ 資本剰余金増加高    －  0  － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  17,065  17,065  17,065 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   89,450  92,898  89,450 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  2,890  2,233  4,071  

２．連結子会社増加に伴
う利益剰余金増加高 

 423 3,314 － 2,233 423 4,494 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  508  666  1,018  

２．役員賞与  28 537 34 701 28 1,047 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  92,227  94,429  92,898 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 4,392 3,640 6,354 

減価償却費  4,023 4,222 8,807 

有形固定資産処分損  86 208 188 

有形固定資産売却益  △36 － △19 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

 98 △120 △135 

役員退職慰労引当金
の増加額（△減少
額） 

 13 30 13 

受取利息及び受取配
当金 

 △167 △210 △329 

支払利息  2 2 5 

売上債権の増加額  △1,709 △1,060 △848 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 △541 297 △930 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

 3,637 1,186 △591 

未払費用(その他流
動負債)の増加額 

 588 381 388 

役員賞与の支払額  △30 △34 △28 

その他  179 97 172 

小計  10,539 8,641 13,047 

利息及び配当金の受
取額 

 174 225 321 

利息の支払額  △2 △2 △5 

法人税等の支払額  △328 △1,785 △786 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 10,382 7,078 12,576 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △12 － △11 

定期預金の払戻によ
る収入 

 11 － 23 

有価証券の取得によ
る支出 

 － △1,499 △499 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

有価証券の売却・償
還による収入 

 6,613 6,215 11,537 

有形固定資産の取得
による支出 

 △3,918 △6,166 △8,273 

投資有価証券の取得
による支出 

 △10,667 △4,342 △14,394 

投資有価証券の売却
による収入 

 19 34 34 

短期貸付金（その他
流動資産）による支
出 

 － － △540 

短期貸付金の回収に
よる収入 

 － 482 － 

長期貸付金（その他
固定資産）による支
出 

 △1,914 △562 △700 

その他  130 △143 725 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △9,737 △5,982 △12,098 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

自己株式の取得によ
る支出 

 △1 △3 △5 

配当金の支払額  △508 △666 △1,018 

少数株主への配当金
の支払額 

 － △34 △49 

その他  △1 1 △0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △511 △703 △1,074 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 460 349 186 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

 594 742 △409 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 14,208 14,069 14,208 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 270 － 270 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

＊ 15,073 14,812 14,069 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   20社 

主要な連結子会社名 

ニチコン草津株式会社 

ニチコン亀岡株式会社 

ニチコンタンタル株式会社 

ニチコン朝日株式会社 

ニチコン岩手株式会社 

ニチコン（アメリカ）コーポ

レーション 

ニチコン（ホンコン）リミテ

ッド 

ニチコン（シンガポール）プ

ライベート リミテッド 

ニチコン（マレーシア）セン

ディリアン バハッド 

他 11社 

(1）連結子会社の数   21社 

主要な連結子会社名 

ニチコン草津株式会社 

ニチコン亀岡株式会社 

ニチコンタンタル株式会社 

ニチコン朝日株式会社 

ニチコン岩手株式会社 

ニチコン（アメリカ）コーポ

レーション 

ニチコン（ホンコン）リミテ

ッド 

ニチコン（シンガポール）プ

ライベート リミテッド 

ニチコン（マレーシア）セン

ディリアン バハッド 

他 12社 

(1）連結子会社の数   20社 

主要な連結子会社名 

ニチコン草津株式会社 

ニチコン亀岡株式会社 

ニチコンタンタル株式会社 

ニチコン朝日株式会社 

ニチコン岩手株式会社 

ニチコン（アメリカ）コーポ

レーション 

ニチコン（ホンコン）リミテ

ッド 

ニチコン（シンガポール）プ

ライベート リミテッド 

ニチコン（マレーシア）セン

ディリアン バハッド 

他 11社 

  このうち、株式会社酉島電機

製作所は重要性が増したため、

当中間連結会計期間より連結子

会社に含めることといたしまし

た。 

 このうち、ニチコン大野株式

会社は、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したことによ

り、連結の範囲に含めることと

いたしました。 

 このうち、ニチコン エレク

トロニクス（テンシン）カンパ

ニー リミテッドについては、

当連結会計年度において新たに

設立したことにより、株式会社

酉島電機製作所については、重

要性が増したことにより当連結

会計年度より連結の範囲に含め

ることといたしました。 

 なお、連結子会社でありまし

たニチコンデンドー㈱は、当連

結会計年度において清算してお

ります。 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

ニチコン エレクトロニクス 

（テンシン）カンパニー リ

ミテッド 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純利益（持分に

見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等はいず

れも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

 該当事項はございません。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社の数及び会社

名 

三和電機株式会社 

（関連会社） 以上１社 

(1）持分法適用会社の数及び会社

名 

同左 

(1）持分法適用会社の数及び会社

名 

同左 

 (2）持分法非適用会社について持

分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない非連

結子会社（ニチコン エレクト

ロニクス（テンシン）カンパニ

ー リミテッドほか）及び関連

会社（タイコン コーポレーシ

ョンほか）は、それぞれ中間連

結純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）持分法非適用会社について持

分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない関連

会社9社（松本電子工業株式会

社ほか8社）は、当期純損益

（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等か

らみて持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

(2）持分法非適用会社について持

分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない関連

会社10社（松本電子工業株式会

社ほか9社）は、当期純損益（持

分に見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）持分法適用会社の事業年度に

関する事項 

 三和電機株式会社の中間決算

日は６月30日であるため、その

中間財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）持分法適用会社の事業年度に

関する事項 

同左 

(3）持分法適用会社の事業年度に

関する事項 

 三和電機株式会社の決算日は

12月31日であるため、その決算

財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる子会社は、次

のとおりであります。 

 連結子会社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

することとしております。 

同左  連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる子会社は、下記のとお

りであります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

はそれぞれの決算財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整をすることとしておりま

す。 

 連結子会社  中間決算日
ニチコン エレクト

ロニクス（ウーシ

ー）カンパニー リ

ミテッド 

 

６月30日 

ニチコン エレクト

ロニクス トレーデ

ィング（シャンハ

イ）カンパニー リ

ミテッド 

 

６月30日 

株式会社酉島電機製

作所 
 
８月31日 

連結子会社  中間決算日
ニチコン エレクト

ロニクス（ウーシ

ー）カンパニー リ

ミテッド 

 

６月30日 

ニチコン エレクト

ロニクス トレーデ

ィング（シャンハ

イ）カンパニー リ

ミテッド 

 

６月30日 

ニチコン エレクト

ロニクス （テンシ

ン）カンパニー リ

ミテッド 

 

６月30日 

株式会社酉島電機製

作所 
 
８月31日 

連結子会社  決算日 

ニチコン エレクト

ロニクス（ウーシ

ー）カンパニー リ

ミテッド 

 

12月31日 

ニチコン エレクト

ロニクス トレーデ

ィング（シャンハ

イ）カンパニー リ

ミテッド 

 

12月31日 

ニチコン エレクト

ロニクス （テンシ

ン）カンパニー リ

ミテッド 

 

12月31日 

株式会社酉島電機製

作所 
 
２月末日 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法（定額法） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

 その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

 (ロ)時価のないもの 

 主として移動平均法によ

る原価法 

(ロ)時価のないもの 

同左 

(ロ)時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

製品・仕掛品： 

 主として総平均法による原

価法を採用しております。 

③たな卸資産 

製品・仕掛品： 

同左 

③たな卸資産 

製品・仕掛品： 

同左 

 原材料・貯蔵品： 

 主として移動平均法による

原価法を採用しております。 

原材料・貯蔵品： 

同左 

原材料・貯蔵品： 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 主として、定率法を採用して

おります。 

 ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 ７年～50年 

 機械装置及び運搬具 

４年～11年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 ③長期前払費用 

 均等額を償却しております。 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に

充てるため、主として支給見込

額のうち当中間連結会計期間負

担分を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に

充てるため、主として実際支給

見込額のうち当連結会計年度負

担分を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

当連結会計年度において一括費

用処理しております。 

 ④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に

含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産および負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含

めております。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理をし

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 主として、繰延ヘッジ処理を

しております。 

 なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合

は、振当処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：製品・原材料輸

出による外貨建売上債権およ

び外貨建予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：同左 

ヘッジ対象：同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は次のとおりであります。 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：製品・原材料輸

出による外貨建売上債権によ

る外貨建予定取引 

 ③ヘッジ方針 

 主として、当社の内部規程で

ある「先物為替予約内規」に基

づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動による変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法

は、税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（要約連結キャ

ッシュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する定期

預金からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年2月13日企業会

計基準委員会実務対応報告第12号）

に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割について販売費及び一般管

理費に63百万円計上しております。 

 ──────  当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年2月13日企業会計基

準委員会実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資

本割について販売費及び一般管理費

に116百万円計上しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「仕入債務の増加額（△減少額）」に含

めておりました「未払費用（その他の流動負債）の増加

額（△減少額）」（前中間連結会計期間△478百万円）

は、それぞれの項目の性質をより明瞭にするため当中間

連結会計期間より区分掲記することにしました。 

────── 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

117,412百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

     122,042百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

      120,168 百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費の内、主要なも

のは次のとおりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費の内、主要なも

のは次のとおりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費の内、主要なも

のは次のとおりであります。 

１．運送費 1,367百万円

２．広告宣伝費 60 

３．貸倒引当金繰入額 16 

４．給料手当及び賞与 1,496 

５．退職給付費用 182 

６．賞与引当金繰入額 279 

７．減価償却費 164 

８．研究開発費 370 

１．運送費 1,229百万円

２．広告宣伝費 54 

３．給料手当及び賞与 1,566 

４．退職給付費用 66 

５．賞与引当金繰入額 315 

６．減価償却費 168 

７．研究開発費 577 

１．運送費 2,592百万円

２．広告宣伝費 160 

３．給料手当及び賞与 3,287 

４．退職給付費用 236 

５．賞与引当金繰入額 282 

６．減価償却費 350 

７．研究開発費 768 

＊２ 固定資産売却益の内容 ＊２        ─────── ＊２ 固定資産売却益の内容 

土地 4百万円

機械装置他 31 

計 36 

 土地 1百万円

機械装置他 18 

計 19 

＊３ 固定資産処分損の内容 ＊３ 固定資産処分損の内容 ＊３ 固定資産処分損の内容 

機械及び装置 52百万円

建物他 34 

計 86 

機械及び装置 41百万円

建物他 166 

計 208 

機械及び装置 98百万円

建物他 90 

計 188 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

 百万円

現金及び預金 15,085 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△12 

現金及び現金同等物 15,073 

 百万円

現金及び預金 14,812 

現金及び現金同等物 14,812 

 百万円

現金及び預金 14,069 

現金及び現金同等物 14,069 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
（百万円) 

その他 
(工具器
具備品) 

48 21 26 

無形固
定資産 

58 13 44 

合計 106 35 70 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
（百万円)

その他 
(工具器
具備品) 

42 26 15 

無形固
定資産 

71 21 49 

合計 113 48 65 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
（百万円)

その他 
(工具器
具備品) 

42 21 20 

無形固
定資産 

47 10 37 

合計 89 31 58 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 25百万円

１年超 45 

合計 70 

１年内 32百万円

１年超 33 

合計 65 

１年内 24百万円

１年超 33 

合計 58 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14 
支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16 
支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

─────── 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 0 

合計 2 

 １年内 4百万円

１年超 － 

合計 4 

  

 ─────── 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

─────── 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）地方債等 9,904 9,919 14 

(2）社債 23,912 23,937 25 

計 33,816 33,857 40 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,845 7,068 4,223 

(2）社債 100 124 24 

計 2,945 7,193 4,248 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 921 

種類 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）地方債等 9,988 9,996 7 

(2）社債 22,727 22,739 12 

計 32,716 32,736 19 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,955 11,102 7,146 

(2）社債 100 181 81 

計 4,055 11,283 7,227 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 917 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計年度（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計年度（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）地方債等 9,492 9,520 27 

(2）社債 24,801 24,882 81 

計 34,293 34,402 109 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 2,845 8,309 5,463 

(2）社債 100 143 43 

計 2,945 8,452 5,506 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 910 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 3,213 3,198 14 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 7,982 8,265 △283 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 14,841 14,701 139 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17

年４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）

において、当社および連結子会社は、コンデンサおよびその関連製品の製造ならびに販売を主な事業としてお

りますが、全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める当事業の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア…香港、シンガポール、マレーシア、台湾、中国 

(2）その他…イギリス、オーストリア 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア…香港、シンガポール、マレーシア、台湾、中国 

(2）その他…イギリス、オーストリア 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円）
アジア 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
28,814 6,059 15,723 2,655 53,252 － 53,252 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
20,191 2 750 3 20,948 (20,948) － 

計 49,006 6,062 16,473 2,659 74,201 (20,948) 53,252 

営業費用 45,827 5,979 16,058 2,547 70,413 (20,989) 49,423 

営業利益 3,178 83 414 111 3,787 41 3,829 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円）
アジア 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
27,319 5,006 18,278 2,199 52,804 － 52,804 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
19,530 － 1,297 2 20,829 (20,829) － 

計 46,849 5,006 19,576 2,201 73,634 (20,829) 52,804 

営業費用 44,012 5,048 19,510 2,162 70,734 (20,985) 49,748 

営業利益 2,837 (42) 65 38 2,899 156 3,055 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、台湾、中国 

(2）その他…イギリス、オーストリア 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円）
アジア 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
56,276 11,023 31,593 5,202 104,096 － 104,096 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
39,527 4 1,931 11 41,474 (41,474) － 

計 95,804 11,028 33,524 5,213 145,571 (41,474) 104,096 

営業費用 90,213 11,015 33,161 4,990 139,380 (41,598) 97,782 

営業利益 5,591 13 363 223 6,191 123 6,314 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主たる内訳は、次のとおりであります。 

(1）米州……アメリカ、ブラジル、メキシコ 

(2）アジア…香港、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、中国 

(3）その他…イギリス、フランス、オーストリア 

３．海外売上高は、当社の輸出高ならびに日本以外に所在する連結子会社の売上高の合計額（ただし、連結子会

社間の内部売上高を除く）であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主たる内訳は、次のとおりであります。 

(1）米州……アメリカ、ブラジル、メキシコ 

(2）アジア…香港、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、中国 

(3）その他…イギリス、フランス、オーストリア 

３．海外売上高は、当社の輸出高ならびに日本以外に所在する連結子会社の売上高の合計額（ただし、連結子会

社間の内部売上高を除く）であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主たる内訳は、次のとおりであります。 

(1）米州……アメリカ、ブラジル、メキシコ 

(2）アジア…台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、中国 

(3）その他…イギリス、フランス、オーストリア 

３．海外売上高は、当社の輸出高ならびに日本以外に所在する連結子会社の売上高の合計額（ただし、連結子会

社間の内部売上高を除く）であります。 

 米州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,066 19,291 2,896 28,254 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    53,252 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
11.4 36.2 5.5 53.1 

 米州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,012 23,553 2,499 31,064 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    52,804 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
9.5 44.6 4.7 58.8 

 米州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,036 39,413 5,646 56,095 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    104,096 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
10.6 37.9 5.4 53.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,545.86円

１株当たり中間純利益

金額 
36.85円

１株当たり純資産額  1,599.31円

１株当たり中間純利益

金額 
28.47円

１株当たり純資産額   1,555.42円

１株当たり当期純利益

金額 
     51.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
 28.38円

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。 



算定上の基礎 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 2,890 2,233 4,071 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 35 

（うち利益処分による役員賞与金）  (－)  (－) (35) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,890 2,233 4,035 

期中平均株式数（千株） 78,431 78,427 78,430 

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後））  (－)  (－)  (－) 

（うち事務手数料（税額相当額控除

後）） 
 (－)  (－)  (－) 

普通株式増加数（千株） － 247 － 

（うち転換社債）  (－)  (－)  (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

平成12年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 30千株

平成13年６月28日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 46千株

平成14年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

 1,590個 

平成15年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

 2,610個 

平成16年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

5,100個 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

平成13年６月28日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 44千株

平成14年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

  1,460個 

平成16年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

4,850個 

平成17年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

5,700個 

１．新株予約権方式に

よるストックオプシ

ョン 

（新株予約権の数  

8,890個） 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

２．自己株式譲渡方式

によるストックオプ

ション 

（株式の数74,000株） 

 ストックオプション

制度の概要は「第４提

出会社の状況、１株式

の状況、(7）ストック

オプション制度の内

容」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  5,375   5,595   6,127   

２．受取手形  6,399   5,886   5,725   

３．売掛金  26,537   26,196   25,387   

４．有価証券  8,658   10,491   6,758   

５．たな卸資産  5,353   5,171   5,951   

６．繰延税金資産  661   1,147   1,140   

７．その他  1,119   1,445   1,099   

貸倒引当金  △38   △35   △38   

流動資産合計   54,067 42.3  55,898 42.8  52,152 40.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊1,2          

(1）建物  7,420   7,578   7,224   

(2）機械及び装置  8,446   9,431   10,219   

(3）土地  3,412   3,227   3,227   

(4）その他  2,092   2,604   2,011   

計  21,371   22,842   22,682   

２．無形固定資産  442   295   360   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  43,571   46,062   48,272   

(2）長期貸付金  9,029   5,441   7,443   

(3）繰延税金資産  693   －   －   

(4）その他  590   741   617   

貸倒引当金  △1,864   △705   △1,410   

計  52,020   51,540   54,923   

固定資産合計   73,835 57.7  74,678 57.2  77,966 59.9 

資産合計   127,902 100.0  130,577 100.0  130,118 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  581   492   881   

２．買掛金  17,193   16,935   16,151   

３．未払法人税等  1,287   527   1,405   

４．賞与引当金  579   485   605   

５．設備関係支払手
形  552   1,216   1,769   

６．その他  5,672   4,578   5,878   

流動負債合計   25,866 20.3  24,235 18.6  26,690 20.5 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  3,542   3,250   3,357   

２．役員退職慰労引
当金  261   291   261   

３．繰延税金負債  －   1,460   463   

４．その他  469   496   496   

固定負債合計   4,274 3.3  5,499 4.2  4,579 3.5 

負債合計   30,141 23.6  29,734 22.8  31,270 24.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   14,286 11.1  14,286 10.9  14,286 11.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  17,065   17,065   17,065   

２．その他資本剰余
金  －   0   －   

資本剰余金合計   17,065 13.3  17,065 13.1  17,065 13.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  2,141   2,141   2,141   

２．任意積立金  62,575   64,319   62,575   

３．中間（当期）未
処分利益  2,759   2,311   3,100   

利益剰余金合計   67,476 52.8  68,772 52.7  67,818 52.1 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   2,532 2.0  4,319 3.3  3,282 2.5 

Ⅴ 自己株式   △3,599 △2.8  △3,601 △2.8  △3,603 △2.7 

資本合計   97,761 76.4  100,842 77.2  98,848 76.0 

負債資本合計   127,902 100.0  130,577 100.0  130,118 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   48,459 100.0  46,833 100.0  94,639 100.0 

Ⅱ 売上原価   43,892 90.6  43,340 92.5  86,497 91.4 

売上総利益   4,566 9.4  3,492 7.5  8,142 8.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   3,119 6.4  3,041 6.5  6,200 6.5 

営業利益   1,446 3.0  451 1.0  1,941 2.1 

Ⅳ 営業外収益 ＊１  1,411 2.9  1,495 3.2  2,298 2.4 

Ⅴ 営業外費用 ＊２  242 0.5  43 0.1  688 0.7 

経常利益   2,615 5.4  1,904 4.1  3,550 3.8 

Ⅵ 特別利益 ＊３  356 0.7  708 1.5  810 0.8 

Ⅶ 特別損失 ＊４  38 0.1  162 0.4  181 0.2 

税引前中間（当
期）純利益   2,933 6.0  2,449 5.2  4,179 4.4 

法人税、住民税及
び事業税  1,012   510   1,236   

法人税等調整額  △28 983 2.0 286 796 1.7 142 1,378 1.4 

中間（当期）純利
益   1,949 4.0  1,653 3.5  2,800 3.0 

前期繰越利益   809   658   809  

中間配当額   －   －   509  

中間（当期）未処
分利益   2,759   2,311   3,100  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は部分資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は部分資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

 原材料 

 移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

 貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 ７年～50年 

 機械装置及び車両運搬具 

４年～９年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等額を償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に充

てるため、支給見込額のうち当中

間期負担分を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に充

てるため、実際支給見込額のうち

当期負担分を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は当期

において一括費用処理しておりま

す。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく当期末要支

給額に基づき当中間会計期間末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく当期末

要支給額を計上しております。 

(4）外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理し

ております。 

(5）リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 主として、繰延ヘッジ処理をし

ております。 

 なお、為替予約について振当処

理の要件を満たしている場合は、

振当処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約 

 ヘッジ対象：製品・原材料輸出

による外貨建売上債権による外貨

建予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：同左 

 ヘッジ対象：同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：同左 

 ヘッジ対象：同左 

  なお、当中間期末においては、

為替予約をヘッジ会計処理してお

ります。 

同左 ───── 

 ③ヘッジ方針 

 主として、当社の内部規程であ

る「先物為替予約内規」に基づ

き、為替変動リスクをヘッジして

おります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対

象の相場変動による変動額等を基

礎にして判断しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消 

費税等は相殺し、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ────── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年2月13日企業会計基

準委員会実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資

本割について販売費及び一般管理費

に58百万円計上しております。 

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

   

  

  

  

  

  

 従来、関係会社に対する固定資産

賃貸料収入および貸与資産減価償却

費を含む関連する貸与原価につきま

しては、営業外収益および営業外費

用処理しておりましたが、当中間会

計期間から、それぞれ売上高および

売上原価に含めることに変更してお

ります。この変更は、当該収入が、

近年の製造子会社の分社化によりそ

の重要性が増したことから、より適

正に損益を区分表示するために実施

したものであります。なお、当中間

会計期間の当該固定資産賃貸料収入

は624百万円、貸与資産減価償却費を

含む関連する貸与原価は463百万円で

あり、従来の方法に比較して営業利

益は160百万円増加しております。た

だし経常利益に与える影響はありま

せん。  

 当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年2月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い、法

人事業税の付加価値割及び資本割に

ついて販売費及び一般管理費に104百

万円計上しております。 

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

67,309百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

     68,824百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

      68,295 百万円 

＊２ 圧縮記帳額 

  取得価額から控除されている圧縮記帳額 

建物 452百万円

土地 477  

機械及び装置 1,137  

その他 89  

＊２ 圧縮記帳額 

  取得価額から控除されている圧縮記帳額 

建物 452百万円

土地 495  

機械及び装置 1,164  

その他 107  

＊２ 圧縮記帳額 

  取得価額から控除されている圧縮記帳額 

建物 452百万円

土地 477  

機械及び装置 1,164  

その他 89  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

１．受取利息 97百万円

２．受取配当金 375 

３．固定資産賃貸料 380 

４．為替差益 278 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

１．受取利息 113百万円

２．受取配当金 629 

３．為替差益 614 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

１．受取利息 207百万円

２．受取配当金 894 

３．固定資産賃貸料 766 

    

＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

１．貸与資産減価償却費 194百万円

    

 *２     ─────── ＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

１．為替差損 160百万円

２．貸与資産減価償却費 391 
＊３ 特別利益のうち主要なもの 

 貸倒引当金戻入益 356百万円

＊３ 特別利益のうち主要なもの 

 貸倒引当金戻入益 708百万円

＊３ 特別利益のうち主要なもの 

 貸倒引当金戻入益 810百万円

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

 固定資産処分損   

  機械及び装置 8百万円

 建物他 30 

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

 固定資産処分損   

  機械及び装置 6百万円

 建物他 155 

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産処分損   

  機械及び装置 45百万円

 建物他 76 
 ５ 減価償却実施額 

 有形固定資産 1,606百万円

 無形固定資産 101 

 ５ 減価償却実施額 

 有形固定資産 2,054百万円

 無形固定資産 82 

 ５ 減価償却実施額 

 有形固定資産 3,938百万円

 無形固定資産 199 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

無形固
定資産 

50 6 44 

合計 50 6 44 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

無形固
定資産 

71 21 49 

合計 71 21 49 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
（百万円)

無形固
定資産 

47 10 37 

合計 47 10 37 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14百万円

１年超 30百万円

合計 44百万円

１年内 21百万円

１年超 27百万円

合計 49百万円

１年内 13百万円

１年超 23百万円

合計 37百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5 
支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10 
支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

─────── 

（減損損失） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

   

─────── 



（有価証券関係） 

１．前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

関連会社株式で時価のあるもの 

２．当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

関連会社株式で時価のあるもの 

３．前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 192 275 82 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 192 378 186 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 192 302 109 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,246.47円

１株当たり中間純利益

金額 
24.86円

１株当たり純資産額   1,285.78円

１株当たり中間純利益

金額 
 21.08円

１株当たり純資産額 1,259.97円

１株当たり当期純利益

金額 
35.30円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
  21.01円

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 



算定上の基礎 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,949 1,653 2,800 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 32 

（うち利益処分による役員賞与金）   (－)  (－) (32) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,949 1,653 2,768 

期中平均株式数（千株） 78,431 78,427 78,430 

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後））   (－)  (－)   (－) 

（うち事務手数料（税額相当額控除

後）） 
  (－)  (－)   (－) 

普通株式増加数（千株） － 247 － 

（うち転換社債）   (－)  (－)   (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

平成12年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 30千株

平成13年６月28日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 46千株

平成14年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

 1,590個 

平成15年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

 2,610個 

平成16年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

 5,100個 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおり

であります。 

平成13年６月28日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（自己株式譲渡方式）

普通株式 44千株

平成14年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

  1,460個 

平成16年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

  4,850個 

平成17年６月29日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

  5,700個 

１．新株予約権方式に

よるストックオプシ

ョン 

（新株予約権の数  

8,890個） 

 新株予約権の概要は

「第４提出会社の状

況、１株式の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

２．自己株式譲渡方式

によるストックオプ

ション 

（株式の数74,000株） 

 ストックオプション

制度の概要は「第４提

出会社の状況、１株式

の状況、(7）ストック

オプション制度の内

容」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

① 訴訟事件等 

 該当事項はありません。 

② 中間配当 

 平成17年11月8日開催の取締役会において、第71期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の中間

配当を、次のとおり実施することを決議いたしました。 

(イ)中間配当金の総額     588百万円 

(ロ)１株当たりの金額      7円50銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成17年12月12日 

 （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主または登録質権者に

対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第70期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）有価証券届出書 

新株予約権発行に係る届出書であります。 

平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

  平成17年６月30日関東財務局長に提出 

平成17年７月８日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

ニ チ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ニチコン株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 尾 雅 芳 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

ニ チ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ニチコン株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 尾 雅 芳 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

ニ チ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ニチコ

ン株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 尾 雅 芳 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

ニ チ コ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチコン株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ニチコ

ン株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 尾 雅 芳 
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